
「頑張る地方応援懇談会ｉｎ京都」議事概要 

  

 

１ 日 時  平成１９年５月１９日（土）１４：００～１６：００ 
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４ 次 第 

（１）あいさつ 

① 田村 憲久 総務副大臣 

② 四方八洲男 綾部市長 

（２）総務省からの説明 

① 頑張る地方応援プログラムについて 

② 地方行財税制上の諸課題等について 

（３）意見交換 

 

 

 

 



５ 要 旨 〔主な意見〕 

（１） 市町長 

 

・ 住民サービスにおいて、合併した一つの町の中でも情報化の格差が生じている。今後の地域

活性化にとって欠くことができない情報通信基盤の整備は道路整備と同様に莫大な金額がかか

ることから、補助率をもう少し上げていただくなど、柔軟な対応をしていただきたい。 

 

・ 情報網の環境が整っていないために、頑張りたいと思っていても頑張れないところもあるこ

とを理解していただきたい。 

 

・ 森づくり事業を通じて、先人から受け継がれてきた国土と森を守り、国定公園との相乗効果

で地域経済の底上げをやっていかなければいけないと考えている。 

 

・ 交流事業は、地域の振興協議会をつくるとか、交流会を積極的にやるとか、ソフト面の応援

を過疎対策、あるいは限界集落対策として積極的にやれば、そんなに費用はかからない。しか

し、これは市町村だけではなく都道府県、国共通の課題であるから、国としても支援していた

だきたい。 

 

・ 二酸化炭素を吸収する自然の宝庫を将来の子どもたちや孫たちにいつまでも守り伝えていき

たいので、「環境保全プロジェクト」で支援していただきたい。 

 

・ 延長保育など公立の保育所では手が届かない多様な保育ニーズにこたえるための財源につい

ては、「少子化対策プロジェクト」で支援措置をお願いしたい。 

 

・ 地方分権推進のために職員の意識改革を指導するなか、今回の頑張る地方応援プログラムに

ついては、国が示す政策に対して地方が誘導されるような昔の考え方に職員の発想が変わらな

いかという戸惑いがある。  

  

・ 「観光振興・交流プロジェクト」の成果指標の中には観光客の入り込み客数とか、あるいは

入場者数などが盛り込まれていないので、検討していただきたい。  

 

・ 普通交付税に算定される成果指標の９項目には衰退していくような町村には当てはまるもの

がない。財政が厳しい町村はこれまで人員削減や給与の見直しは積極的にやっているので、行

政改革の指標として過去の実績を反映していただきたい。 

  

・ 本当の地方分権、真の地方分権を進めていただくために、国と都道府県、市町村の役割を明

確にして、それに対する税財源を与えていただきたい。 

 

・ 合併したくてもできなかった経緯がある。残された小さな町や村で広域連合の協議を進めて



いるので支援をしていただきたい。 

 

 

（２）総務省 

 

・ 情報通信基盤の整備については、補助金のほか地財についても従来から措置している。特に

ブロードバンドの整備に関しては 2010 年度までにブロードバンド・ゼロ地域を解消するため、

昨年度から特別交付税の新設や地活債において、ＡＤＳＬを対象にする等の拡充を図っている。 

 

・ 情報通信の格差は最大のテーマであると考えている。情報通信の場合はつくっただけでは効

用がすぐに出てこないところがあるので、ソフトや使い方も含めて、先進事例の良いところを

取り入れながら進めていく必要がある。 

 

・ 美しい自然というのはその地域固有の財産なので、ぜひとも頑張って守りながら、まちの活

性化の材料にしていただきたい。 

 

・ 安全・安心というのは一番重要なところである。ＩＣＴを使って安心・安全なまちづくりを

していただけると、お手伝いできることがたくさんあると思う。 

 

・ 頑張る地方応援プログラムは、交付税総額をしっかり守っていくためにも、それぞれの市町

村が努力していることを外に向かって言っておくことに意味があると思う。 

 

・ 成果指標の計算の仕方については、基本的には伸び率といったことを考えるが、過去に頑張

ったところにおいては指標がなかなか伸びないという問題があるので、計算をする場合には絶

対水準といったものも反映させていきたいと考えている。 

 

・ 交付税の性格上、一つは一般的でなければならないし、何よりも各地域を見て公平性がなけ

ればならない。観光については、９つの成果指標に観光客の入り込み数をとったものがないが、

次年度に向けて良い知恵あれば指標として使っていきたいと思う。 

 

・ 行革の取組みは、住民の方々ばかりではなく国民各層にもＰＲしていただいて、地方の取り

組みについて理解を得ることが大変重要である。 

 

・ 努力して合併しようとはしたけど合併できなかったところは、合併しなかったところとはち

ょっと違う。そういうところに対して何らかのことを考えてないといけないと考えている。 

 

・ 税源移譲について、６月課税に向けて自治税務局としても一生懸命取り組む。今後の分権改

革への影響もあるので市町村においても対応をよろしくお願いしたい。  

（以上） 


